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ニュージーランド国カンタベリー地震の社会的影響に関する一考察
－特に教育セクターを対象として－

大　谷　順　子

１.はじめに

2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生した。その 17 日前、2 月 22 日 12 時 51 分（日

本との時差は 3 時間）にニュージーランドのクライストチャーチでも大地震が起きた。

この地震の犠牲者 186 人のうち、一番多くの犠牲を出したカンタベリーテレビ (CTV) ビ
ルの崩壊によるもので 115 人の犠牲があった。CTV ビルに英語学校が入っていたことか

ら、28 人の日本人留学生を含む多くのアジア人留学生が犠牲となった。当時、日本では

連日、日本人犠牲者に焦点をあてて報道されていたが、3 月 11 日の東日本大震災が発生

したのち、クライストチャーチの地震に関する報道はほぼ無くなった。

ニュージーランドは日本と同じくプレートの境界に位置し、非常に地震の多い国であ

る。クライストチャーチ地震は、この 2011 年 2 月 22 日の 1 回のものではなく、連続し

て発生している。2010 年 9 月 4 日のダーフィールド地震に始まり、大きなものではこの

2011 年 2 月が第 2 回、第 3 回目が 6 月 13 日にあり、その間、7500 回以上の余震が観測

されている。そして、12 月 23 日の地震を 4 回目の大きなものとして数えている。その

時で、12000 回以上の余震が観測されている。犠牲者が多く出たのは一連の地震の中で

第 2 回目の大きな地震となる 2011 年 2 月 22 日の地震である。その後も、2012 年を通

して、さらに 2013 年にも余震は続いている 1）。この地震は、より広い地域を指すカンタ

ベリー地震と呼ばれるのが最も一般的だが、最も被害の大きかったクライストチャーチ

市の名前から、クライストチャーチ地震ともいう。また、クライストチャーチの郊外の

港町でイギリス人が先に入植したリトルトンも被害が大きかったが、そこはリトルトン

地震ともいう。2010 年の地震は、クライストチャーチ市から西にあるダーフィールドを

震源としており、これはダーフィールド地震ともよばれている。

死亡者の数だけを見ると日本や中国の地震とは比較にならないように思われるが、そ

の社会的影響は深刻である。市の中心部市街地のほとんどは、被災によりレッドゾーン

と指定された。液状化による被害、続く余震、地域のシンボルであるクライストチャー

チ大聖堂の倒壊を含め市の中心部の破壊による地域経済活動への打撃など、2 年以上経っ

た 2013 年 8 月現在も市民は先の見えない不安を抱え、地域全体が疲弊した状態にある

と言える 2）。 死亡者数だけでは測れない人間的な損害があると議論されている。
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図 1：　クライストチャーチ市中心部市街地のレッドゾーン地図

出典：カンタベリー地震復興庁ホームページ http://cera.govt.nz/maps/ 　
[2013 年 9 月 20 日 ]

日本でなされた報道では、被害者は二つのビルの倒壊に集中し、ひとつは英語学校の

入ったビルであったので日本を含め多くのアジア人留学生の犠牲者を出したことに集中

して伝えられた。1 周年には犠牲者を追悼する式典が行われたというニュースがあった

ものの現地の被災状況はメディアでは伝えられず、現地の現状を正確に把握することは

困難であった。地震から 2 年を経た 2013 年におこなった現地調査では、震災の影響は

予想をはるかに超えて大きく、人々の失ったものや、人々の痛みは深刻で、それはこれ

から何年にも渡ってまだまだ続くと予想されることを把握した。本稿では、クライスト

チャーチ地震の社会的影響について、都市計画、人口、住居、保険、教育などの点をま

とめ、さらに、教育セクターに特に着目して、被災した小中高等学校や大学、さらに英

語学校の状況について整理し考察する。

2. カンタベリー地震の概要

ニュージーランド第二の都市、そして、ニュージーランド南島最大の都市であるクラ

イストチャーチでは、歴史を振り返るとこれまでも地震は多く発生している。活断層は

島の西側を走っていることもあり、東側にあるクライストチャーチでは、2010 年 9 月の

地震を体験するまで、むしろ地震の影響の比較的少ない都市であると考えられてきた。

先住民のマオリ族はクライストチャーチの土地を湿地とみなして定住しなかった。イギ

リス人は 19 世紀にも地震を経験したものの、この土地に住み続け都市を築いた。



5ニュージーランド国カンタベリー地震の社会的影響に関する一考察

2-1 被災後の人口移動　

2011 年 11 月にクライストチャーチを視察した時には、日本や中国の四川地震などの

被災地で見られるような仮設住宅がないことに気付いた。学校には仮設校舎があるが、

住居としての仮設住宅がない。地震の研究をしている大学研究者らにヒアリングをして

も、仮設住宅の存在を知っている回答者はいなかった。さらに、2013 年 7 月からの調査

におけるヒアリングにおいても、一般的に知られておらずまたメディアでも報道されな

いようで、一同に、「仮設住宅はない。」「住居を失った人々は、親戚や友人を頼って避難

した。」との返答であった。その中には、自身が被災後、住居を転々と数回、あるいは 7
回もの引っ越しを繰り返しているという大学教員らも含まれる。離れた不便なところに

キャンピングカーを 1,000 台置いて仮設住宅として提供したが 1 人しか入居せず、結局、

撤去されたという話もあった。結局カンタベリー地震復興庁 (CERA) の刊行する月刊の

『Canterbury Recovery Update』に、リンウッド 公園にある仮設住宅で暮らす住民の紹介

記事と写真が掲載されており、若干数は建てられていることがわかった。キャンピング

カー 1,000 台失敗の件は、後の CERA でのヒアリングでも確認された。

地震が発生した時は、震災復興と安全確保のためにも住民は被災地から出ることを推

奨する広域避難推奨といえる政策により、ニュージーランド航空の航空券が破格の低料

金で提供された 3）。住む家を失った人々の中には、クライストチャーチを永久的に去る

ことを決めた人々もいる。液状化し、水もトイレもない生活が続く中、続く余震に耐え

られず転居を決めた人々がいる。被災により職場や職を失い、仕事を見つけることが

できるオークランドやウェリントンなどの他の市やあるいはオーストラリアなど国外に

移った人々も少なくない。いったんクライストチャーチを離れた人々も郊外にまた戻っ

て来ている場合もある。

地震により市内の老人ホームの高齢入居者は合計約 600 名がその居場所を失った。入

居者はその日のうちにあるいは翌朝にニュージーランド中の他の都市の施設に搬送され

震源地

マグニチュード

死者

累積余震数

倒壊戸数

2010 年 9 月 4 日

土曜日 4：35 am
ダーフィールド

M7.1
0

2011年 2月 22日

火曜日 12:51 pm
クライストチャー

チ市南西 10km
M6.3
185
6,659
1,300 商業ビル

10,000 住居

2011年 6月 14日

月曜日 2：20pm

M6.3 
0

7,500+

2011年12月23日
金曜日

M6.3
0

12,000

表１：　2010 年から 2011 年に発生したカンタベリー地震における主な地震



6

た。当日は入居者の家族に連絡を取り確認することもできないまま搬送されたケースも

少なくない。落ち着いてからクライストチャーチに戻る高齢者たちもいたが、余震の続

くクライストチャーチに戻らない決断をする人達もいる。

被災の比較的大きかったクライストチャーチの東部は、比較的、社会経済指標 (Socio 
Economic Status: SES) が低い地域となっている。この地震によって、クライストチャー

チ社会の地域間格差がより顕著に浮かび上がることになった。この格差は、生活再建や

復興の速度の地域差の要因にもなっている。ヒアリングの中で、西部の比較的裕福な地

域の住民からは、震災後、西に移った東部の住民のことを指して、「東部の住民が映って

くるということは、東部の社会問題も一緒にセットで移ってくるということ。」「見たく

ない人々を地元のスーパーで見かけるようになってしまった。」という表現があったり、

北の郊外カイアポイの住民が、震災後、クライストチャーチの東部で被災した住民が他

の市内は高すぎるから比較的安い北の郊外にも移り住んできたことから、彼らのことを

「望まれない者 (The undesirable)」と呼ぶなどの差別的なショッキングな表現も聞かれた。

これは階層社会を反映している。

2-2 都市計画

中央政府はカンタベリー地震復興庁 (Canterbury Earthquake Recovery Authority: 
CERA) を設立し、市の再建の責任を移した。その中のクライストチャーチ中央開発課

(Christchurch Central Development Unit: CCDU) が、2012 年 12 月に計画の青写真を作

成した。市街地のビジネスは、市の西部であるアディントンやリカートンに移転した。

計画の目的は、壊滅した中心部市街地 (Central Business District: CBD) に再びより多く

の活動を引き戻すことであった。しかし、すでに新しいところで種々の契約をしており、

簡単に戻ることは難しいと見られている。

そこで若者を呼び戻すために大学を過去に立地していた市の中心部に移転する案もあ

げられたが、大学はこの計画をコスト面の問題から受け入れなかった。大学では地震の

影響を大きく受けており、学生の数は減り、建物の被災による修復・耐震工事の予算、

保険会社との交渉、中央政府からの大学の資産の売却への圧力、人件費の削除、特に、

人文・社会系の学部の解体など、多くの痛みを伴った改革と交渉がすすめられている。

これについては、本稿の次の項目でさらに述べる。

2011 年、クライストチャーチ市によって、「Share an Idea」コンサルテーションという

市民の声を吸い上げる試みがなされた。しかし、この市民の声は公開されることはなく、

どのように計画の青写真に組み込まれたかも明らかにされずに、市民からは透明性の欠如

への疑問が提起され、トップダウンの都市計画に反発が起きた。新しいクライストチャー

チがどのような姿で蘇るのか未来像ができるのにはまだまだ時間がかかるが、2012 年の

間に明らかになってきたことは、以前の姿とはかなり異なった姿になる方向性である。

クライストチャーチ地震で人々がはじめて認識した地震被害が「液状化」である。家
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は崩壊していなくても液状化で住めなくなった事例が多い。政府は、その度合いによって、

テクニカルゾーン (TC) として、TC1、TC2、TC3 の３つのゾーンに分けている。分類

の内容は以下の通りである。

TC1:　液状化からの土地の損傷は将来的にもほぼない。（■）

TC2: 液状化からの損傷を防ぐために、地盤の補強が必要で、補強後には住宅を建築す

ることは可能。（■）

TC3: 将来的に地震でも液状化による重大な地盤損傷が起こりうる。（■）

図 2: 　クライストチャーチ被災後ゾーニング地図

出典：カンタベリー地震復興庁ホームページ

　http://cera.govt.nz/maps/technical-categories
[2013 年 9 月 20 日 ]

レッドゾーンは転出が必須の地域である。TC3 は地盤に問題があり、また TC2 は地盤

補強が必要であるためにさまざまな交渉が継続しておこなわれており結論はまだでてい

ない。道を一本隔てるだけで、異なるゾーンに分類され住民の運命を分けている。　

CERA は 2011 年 6 月に 5,000 件ほどの建物がレッドゾーン指定になるとの推定を公

表したが、その後、修復不可の件数と地域は拡大し、2012 年末にその過程が終了した時

点で、630 ヘクタールの土地に及ぶ 8,000 件を超える住居がレッドゾーン指定となった 
(The Press, 2013: 46) 。

レッドゾーンに指定された地域の住居も政府 (The Crown) は、被災前の価値の値段で

買い取り、その総額は十億 NZ ドルを超えた (The Press, 2013: 4)。この買い取り価格は、

政府が 2006 年に行った土地価格調査の結果に基づいて設定されており、震災後には使え

なくなった土地でも以前の価格で買い取られることから、買い取り価格については大き

な不満の声はなく、むしろ良心的な値段で買い取られたという意見が一般的である。一

方で、地震委員会 (Earthquake Commission: EQC) と保険の複雑な問題が起きている。
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2-3 保険

ニュージーランドの公的地震保険は、1942 年に首都ウェリントンで発生した地震を契

機に、1945 年に地震・戦争損害基金 (Earthquake and War Damage Fund) という地震委

員会 (Earthquake Commission: EQC) の前身が創設された。1993 年に大幅な法改正が行

われ、政府が全資金を有する法人である EQC により提供される。民間保険会社で火災保

険に加入した場合には、自動的に付帯される、強制加入となっており、付帯率は 9 割と

高い。日本のように別途地震保険に加入する必要がなく、ニュージーランドには特別に

地震保険というものがない。保険料は日本より安価である。日本の地震保険制度とは異

なり、保険の対象は建物・家財だけでなく、土地も含まれる。EQC は住宅保険の再保険

会社の役割を担っている。

EQC の補償額には上限があり、超過分は保険会社が保障する。EQC の上限額は住宅

で 10 万 NZ ドルである。住居損壊で住めない場合、再建費は不足するので差額を民間の

保険がカバーする。住宅保険の保障は政府の EQC と民間保険会社とで成り立っている。

自然災害による家財の損害も EQC の対象となる。上限 2 万 NZ ドルが EQC による補償

で差額は保険会社による補償となる。

EQC は政府機関として戦争と災害からの復興のための対策として、1945 年に設立さ

れ、約 60 年間の歴史がある。日本にはない保険である。国が設立した EQC は、保険料

を自然災害基金として蓄積し、国の監視のもと基金を海外株式（約 30％）、政府債権（約

60％）、現預金（約 10％）等で運用しており、2010 年のカンタベリー地震前の基金残高

は 56 億 NZ ドルに上っていた。

EQC は、自然災害復興の資金運用だけでなく、事前災害やその防災対策などについて

調査研究と教育を行うとともに、研究に対する助成金の交付などを行っており、ニュー

ジーランドの地震観測プロジェクトである GeoNet プロジェクトにも出資している。

2010 年以降の長期にわたる余震では、市民は余震のたびに GeoNet サイト (http://www.
geonet.org.nz/) で震度などの情報を検索することも地震後の新たな習慣となっている。

地震委員会 (EQC) は、459,000 件以上の申請を受理し、2012 年末までにその 4 分の 1
以下しか処理解決することができていない。土地の 26％、建物の 31％、内容物の 81％
を解決したことになっている (The Press, 2013: 21)。一つの申請でその二つ以上が入っ

ている。政府の保険の他に、保険会社の保険と交渉をしている人々もいる。30 歳以下の

人口の 90％は所有していないことから保険を申請していない (The Press, 2013: 21)。高

齢者層が保険申請における官僚的処理に苦戦している。その点において、若者のほうが

人生を先に進みやすいといえる。しかし、震災前からすでに人口高齢化のすすんでいる

ニュージーランドにおいて、クライストチャーチも例外でなく、若い層が加速的に市を

離れる被災後の傾向が続くと、20 年後の 2030 年過ぎには、市人口の半分以上が 65 歳以

上になると推定されていた (The Press, 2013: 22)。
EQC の地震保険では補償されていないホテルやモーテルなどの滞在費は、家財の
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火災保険における地震特約によって補償される。住宅物件に関して、地震特約の料率

は、EQC の地震保険のように、全国一律の料率を使用している。多くの保険会社は、

Munich Re 社や General Re 社などの再保険会社が算出している保険料率を用いている。

カンタベリー地震の支払いに伴い、業界 3 位の AMI 社は破たんした。

2001 年 9 月 11 日のアメリカ NY のワールドトレードセンターの爆破テロにより、再

保険市場が悪化したことにより、EQC では、2002 年から免責金額を拡大することで再

保険交渉を改め、再保険市場の状況や自然災害基金の成長具合を考慮しながら、再保険

の手配を調整してきた。2010 年以降のカンタベリー地震によって、ニュージーランドの

保険料は見直しが進んでいる。

2-4 住居

ほとんどの人々は親戚などを頼って一般住居に住む、半壊した家に住み続けている。

レッドゾーンに指定されて水や電気の供給が止まっていても次の住まいの目途が立たず

に住み続けている人もいる。2013 年 7 月 31 日という期日までに退去できずに、一部の

住民から延長の交渉も行われていた。家を修理している間に、仮にホテルやモーテルに

数週間滞在する間は、その滞在費を保険によりカバーされている。

仮設住宅は 4 か所に建設されている。各場所は 20 から 40 戸と世帯数から見れば、日

本に比べれば小規模である。1 階建てのプレハブであるが、台所も大きく、広々とした

バスルームつきのベッドルームが２つあるいは３つある。中には４つのベッドルームの

家もある。１戸、１戸わかれており、壁を共有することはない。裏庭がついていて犬は

２匹まで買うことができる。ドアにはキャットドアもついていて猫も飼うことができる。

全戸でペットを飼えるようになっている。ほとんどは家具なしで、入居者は自分の家具

を持って入居するが、少数は家具付きになっており、入居者は家具を倉庫に入れたまま、

身軽に入居できるものも用意されていた。

リンウッド公園とラフィーティ・ドメインは公園を数年の期限付きで借り上げ、プレ

ハブの仮設住宅を建設した。北の郊外にあるカイアポイ・ドメインも同様である。レン

ジャーズ公園は政府が土地を買い上げ、2013 年 8 月現在、仮設住宅を建設中であったが、

2 年間ほどは仮設住宅として使用した後は、土地を公園に返却するわけではなく、住宅

として販売する計画である。仮設住宅の平均滞在日数は 42 日間である。滞在費は無料

ではなく、市場値の家賃を支払う。それは、保険によって支払われる。ときに 1 年間、

滞在する事例があるが、それは行政からは問題ケースとして見られている。クライスト

チャーチの仮設住宅は、オーストラリアの森林災害のモデルを参考にして建設された。

ただし、全焼した家という森林災害と、被災に差がある震災では状況も違うので、修正

している。

郊外には 2017年までに 20,000世帯の家が建てられる予定である。セルウィン地区ロー

ルストン（人口 2,000 人）には 1,000 戸の建築が計画されており、数千人の人口増加が
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見込まれている (The Press, 2013: 140)。さらに、他の報道では 4,000 戸の建築が計画さ

れているとの報道もある。西の郊外にあるセルウィン地区の他に、北の郊外にあるワイ

マカリリ地区にはペガサス・ベイなどの広大な住宅地の開発がすすみ、各地にモデル住

宅の宣伝がある。戸建ての住宅建設が大量に進められているが、ショッピングセンター、

スポーツ施設、学校などの整備が追いつているのか、都市計画への疑問の声も少なくない。

社 会 開 発 省 (Ministry of Social Development: MSD)　 地 震 支 援 調 整 サ ー ビ ス

(Earthquake Support Coordination Service: ESCS)　ESCS は 2010 年 9 月の震災後、設

立された。2014 年 6 月に閉鎖する予定である。保険会社がするべき仕事を政府がいつま

でも担うのでなく、保険に移行するためとしている。一般市民は、被災によりこれまで

に対応したことのない震災保険やあらゆることに対応しなければならなくなったところ、

ESCS は震災対策の情報を提供し、個々の状況に応じて、担当窓口を紹介するという役

割を担ってきた。最も多い時期で 70 名の ESCS が働いていたが、2013 年 8 月現在は 40
名となっている。これまでは、1 対 1 の支援（個別対応）が主であったが、1 対コミュニティ

の支援へと移行しようとしている。ESC 職員は、NGO 職員、ソーシャルワーカー、コミュ

ニティ開発専門などのさまざまなスキルを持った人たちが担ってきた。ソーシャルワー

カーやカウンセリングを専門とするものは、個々の事例に入れ込み過ぎて、本来の ESC
のコンタクトを紹介して後でチェックという働き方でなく、つききりで長期に渡って対

応しすぎるが、人々を依存的にしてしまう問題があると行政からは問題点として指摘さ

れた。

３．教育セクターにおける影響

3-1 学校（小学校・中学校・高等学校）

地震の結果、学校は閉鎖され、統合されている。人口の高齢化に伴い既にあった計画

であるが、なかなか進められなかったところ、政府は地震を契機として、学校の閉鎖と

統合を進めており、これに対しての反発もある。被災により精神的に不安定になってい

る地域の子供たちにとって、かつての教会ではなく、現在では学校こそが地域活動のハ

ブであり、被災時の避難場所であり、子供のいない人々でも情報を得に来る、また、話

し相手をもとめて来る場所として機能している。そのような学校を閉鎖することは、ま

すます地域の復興を妨げることになる。学校の閉鎖と統合により職を失った教員たちか

らも反発が出ている。一方で、現状を変えることへの抵抗があることは常であるが、ニュー

ジーランドにおいて震災の前から議論されていた教育改革の必要性を踏まえ、教育現場

を時代のニーズに合った新規の環境へと改革する機会であるので、教育改革及び再編成

を推進すべきであるという議論もある。

地震の後、安全な場所にある学校に子供を転校させたい親も多く、10,207 名の生徒が、

NZ 国内の他の学校、688 名の生徒が国外の学校に転校した (The Press, 2013: 184)。1,000
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名の学生はクライストチャーチ市内の他の学校に転校した。18 ヶ月後にほとんどの生徒

はクライストチャーチに戻ってきたが、2012 年 7 月現在で、2010 年 7 月よりも 4311 名

の減少が報告されている (The Press, 2013: 184)。2013 年 6 月 13 日の第 3 回目の地震で

は学校に更なる被害がでた。レッドクリフ小中学校（1 年から 8 年）は、背後の崖 (Cliff)
から岩が落ちてきたため、閉鎖となり 3 回移転した後、サムナーのヴァン・アシュ聾教

育センターに現在は落ち着いている。2013 年 6 月の地震の後、さらに家族が去る現象が

起きた。市東部の 17 の学校では、生徒の数が 2011 年 2 月 22 日より 16％減少し、それ

は学校の財政難を意味した。政府は地震前の生徒数で計算した補助金を 2011 年末までは

出したが、2012 年には減額した。それによって、多くの学校は、教師を解雇し、任期付

の教員は契約更新されなかった。教育省によると、2012 年にクライストチャーチの教員

の 4.5％にあたる 167 名の常勤教員が失職した (The Press, 2013: 185)。一方で、52 の学

校は拡張し、予算も増額している。

写真 1：　クライストチャーチ市中心部に近いクライストカレッジ高校の中庭（芝生）

の上に建設された仮設校舎（2011 年 11 月 22 日筆者撮影）

写真 2：　被災し閉鎖されたレッドクリフ小中学校（2013 年 7 月 24 日筆者撮影）
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11 年生の地理学のクラスにおける地震に関する教育のために、教員がどのような工夫を

し、どこから情報を得て、授業の準備をしているかについて調査した論文 (Taylor, 2011)
が発表されているが、学校だけでなく、博物館やその他の公共施設においても、家庭に

おいても、地震に関する関心が増し、震災後、地震国ニュージーランドにおける地震教

育がますます盛んになっていると言える。

政府の教育評価室 (Education Review Offi ce : ERO) は、17 の学校と 27 の幼稚園にお

いて子供たちの被災体験を調査し、次の震災に備えるために報告書をまとめた。報告書は、

子供たちの被災に対処するレジリエンス力を讃えて強調している。報告書のタイトルを

『Stories of Resilience and Innovation in schools and early childhood services, Canterbury 
earthquakes: 2010-2012』としている（2013 年 6 月）。

震災後、学校では、学校のサイト・シェアリングが行われた。つまり、被災が大きい

地域にあり校舎が使用できなくなった学校は、比較的被災の小さな学校の校舎を貸して

もらうのである。たとえば、受け入れ校が午前中に授業をすませ、訪問校は午後に校舎

を使わせてもらう。このような対応のおかげで、休校期間を短くし、学校を数週間で再

開することができたと成功例として報告されている。一方で、これにより、地域格差と

不平等社会が浮き彫りになったとの指摘もある。ニュージーランドでは学校を DESILE
といって居住地域を親の経済レベルを反映する政府からの助成金の額によって 1 から 10
まで点数化している他の国に見られない制度があるが、これはネットでも公開されてい

る。この DESILE に差がある学校がサイト・シェアリングをすることで、生徒たちの服

装や雰囲気から行動パターンまた学力に明らかな差があることが、目につくようになっ

た。本来の格差に加え、被災が大きく訪問する側の学校となった学校の生徒たちは通学

にもより多くの時間と困難を抱え、また親の送り迎えの不可など家庭事情の困難など各

家庭により様々な問題を抱えていることが多く、さらに学力の格差を拡大させたのでは

ないかという指摘もされた。

3-2 大学

ニュージーランドには 8 つの大学がある。地震前から、人口 420 万人の国に大学は 8
つも要るのかということから、大学の見直しと、統合あるいは閉鎖の議論がなされてい

た。クライストチャーチにはカンタベリー大学、リンカーン大学、クライストチャーチ・

ポリテクニック (Christchurch Polytechnic Institute of Technology: CPIT) の 3 大学があ

る。そして、ダニーデンに本拠があるオタゴ大学の医学部の一部と病院がある。リンカー

ン大学は 1878 年に開設された農業学校を母体としており、ニュージーランド唯一のワイ

ン醸造学が学べる。1961 年に連邦ニュージーランド大学が解体されたため「リンカーン・

カレッジ」と改称しカンタベリー大学の構成校になったが、1990 年に大学自治権を取得

しカンタベリー大学より独立し、大学名をリンカーン大学と改称した。市の中心部から

離れておりリンカーン大学の校舎の被害はほとんどなかった。
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カンタベリー大学の被害は最も大きく、カークウッド・ヴィレッジとドベデール・キャ

ンパスの芝のグランドに 104 の仮設校舎が建設された。カンタベリー大学では地震後 3
週間で一部のコースを開始し、5 週間後にすべてのコースを再開した。校舎の被害もあり、

査定に時間がかかった。例えば、地理学部の建物は査定が終わるまで 3 ヶ月間、入るこ

とはできなかった。

カンタベリー大学はニュージーランド南島の総合大学であり、オークランド大学とオ

タゴ大学に続く国内 3 位のランキングとなっている。2011 年度の QS 世界大学ランキン

グによると、オークランド大学は世界 83 位、オタゴ大学は 133 位、そして、カンタベリー

大学は 221 位となっている。工学部や森林学など自然科学が有名である。土木工学を本

格的に専攻できる国内唯一の大学である。耐震ダンパーの開発で有名なロビンソン教授

はカンタベリー大学である。首都ウェリントンの蜂の巣 (Beehive) と呼ばれる国会議事

堂や警察庁や国立博物館テパパなどの主要建築物に使われているものの、ニュージーラ

ンド国内での適用は少ないが、日本では多く応用されている。健康科学はあるが、医師

を養成する医学部はない。

カンタベリー大学は 1873 年にニュージーランド大学カンタベリー・カレッジとして創

立された。ニュージーランド大学のカレッジとしては 1 校目、高等教育機関としてはオ

タゴ大学に続き 2 校目の大学となる。1961 年にニュージーランド大学が解体されるまで

ニュージーランド大学カンタベリー・カレッジとして運営された。英国のオックスブリッ

ジのカレッジ制をモデルに創立されたが、創立当初より女学生の入学を認めた点がオッ

クスブリッジとの大きな違いである 4）。

1961 年の連邦大学制の廃止に伴い独立した大学機関として運営を行える自治権を取得

し、カンタベリー大学となった。創立から 1974 年まで、クライストチャーチ中心部の校

舎で講義と演習を行っていたが、旧校舎保全目的のため 1974 年にアイラム地区へ移転し

た。1974 年まで使われた旧校舎はクライストチャーチ・アートセンターへ改称された。

ニュージーランドの高等教育機関で唯一、森林学を専門に学べるニュージーランド森

林学術院 (New Zealand School of Forestry) が設置され、ニュージーランドの主力輸出

品の一つである樹木の専門家を養成している。なお、ネピア・ティッシュは、北島のネ

イピアから出荷されている材木から作られており、名前もこの地名からつけられている。

ネイピアは 1931 年 2 月 3 日のホークスベイ大地震 (M7.9) に見舞われ壊滅的な打撃を受

けたが、当時流行していたアールデコ調の建築でモダンな街として生まれ変わり復興を

遂げたことでも有名である。これは、1925 年の地震からスパニッシュミッション様式に

よる統一デザインを用いて復興を成し遂げた米国カリフォルニア州サンタバーバラのモ

デルを参考にしている。ネイピアでは地震によって盛り上がった 7,344 エーカーの湖底

が新たな市の土地となり、低湿地の土地に街は拡大していくことになる。

さて、カンタベリー大学は大学運営および大学自治は学長、各学術院と法科学院、教

職員、学生協会より選出される学生代表により構成される大学評議会が運営する。大学
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評議会は大学理念、予算執行、学術編成、環境配備など、大学運営に必要な政策提言、

立案、協議、決定事項に参加するとされている。

2009 年に 5 年任期で企業から就任した Rod Carr 学長 (Vice Chancellor)5）は、大学

の財政再建を進めた。大学教職員を震撼させる出来事であったが、就任後、たったの

数週間で教職員の 25％を削減した。すでに大学の財政問題に取り組み始めていた。そ

こに 2010 年から一連の地震が発生し、大学も大きく被災した。彼の機構改革はさらに

厳しく推進されることになる。特に、文系を大幅に削減することになり、特に芸術や言

語文化学部の閉鎖の方針を勧めた。文系からの反対運動と交渉が繰り返された。改革後

は、学部が消滅し、言語を専攻することは不可能になり、その言語を研究に必要とする

研究者のためのランゲージサービスセンターとしてのみ残るという案を覆し、中国語専

攻と日本語専攻を残すことになったが、フランス語や他の言語は主専攻から消えること

になる。中国語の存続については、中国政府からの孔子学院などの支援が大きい。クラ

イストチャーチに領事レベルの領事館が置かれているのは中国だけである。日本は駐

在官事務所レベルである。日本外務省の JET プログラム Japan Exchange and Teaching 
Programme（語学指導等を行う外国青年招致事業）によりニュージーランドから多くの

英語教師を受け入れてきた群馬県との関係があり、群馬から派遣されている日本人教員

が継続しているが、日本語専攻への日本からの支援は国際交流基金派遣なども合わせ縮

小している。言語文化部存続の為に戦い続けた部局長が日本語専攻であったことも、今

回の閉鎖を免れたひとつの要因であったとも言える。

Carr 学長の政策のもとでは、資金調達のできる理工系が増強され、一方で、人文社会

系の大幅な削減を推し進めてきたが、同時に、2013 年 6 月には「125 百万 NZ ドルプラン」

を発表し、新しいインフラ整備や学生寮の充実を進め、魅力的な大学として発展させる

ための将来像を描いた投資も行っている。2014 年 2 月の任期満了を前に、2013 年 7 月、

Carr 氏はさらに 5 年任期の再選を果たす。

大学の 2012 会計年度予算は 6 千 7 百万 NZ ドルの赤字と発表されている。赤字補て

んのために大学は 1 千万 NZ ドルを用意しているが、新学年開始を前に戻ってこなかっ

た学生の未納学費計 1 千 7 百万 NZ ドルよりも、かなり少ない。この 1 千 7 百万 NZ ド

ルと、被災建造物の補強費 2 千万 NZ ドルは、減少しつづける大学の貯蓄から支払われる。

さらに、政府からの助成金獲得のために Steven Joyce 高等教育省大臣との交渉も続けら

れている。被災により損傷した建物の修復費用として 2011 年は 12 千万 NZ ドル、2012
年には 39 千万 NZ ドルがかかると費用は増大している。インフラ再建、立て直し、新し

い耐震基準で建てなければならず、それには費用がさらにかかるが、保険会社は、その

費用を支払うことはできない。あるいは、これは震災前と同じ建物を建てるのではなくて、

新規物件の建設となるので、保険はおりないとする。保険会社との交渉。2011 年から学

生が減少している。その学年の学生数の減少は 4 年間続く。総学生数からすると 2014
年が最悪年となる。
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カンタベリー大学 (UC) は、2012 年にニュージーランド人学生が 1,800 人減り、留学

生が 400 名減少したことによる、1,600 万ドルの授業料収入を失った (The Press, 2013: 
187)。2011 年に 1 年生だった学生の 4 分の 1 は戻ってこなかった。入学を予定していた

学生も 2 月 22 日の震災直後に、他大学への進学に変更した者も少なくない。UC は、増

額する保険料を支払わなければならず、被害を受けた建物の修復費用も必要である。1,000
万ドルの貯蓄額はとっくに超え、毎日、100,000 ドルの赤字を出しながら大学運営して

いると、副学長は言っている。2012 年に 38 百万 NZ ドルの赤字を出した。そのため、

あらゆるところで予算削減を行っており、新規雇用や契約職員の更新の中止の他、部局

再編成や閉鎖、そして教職員の解雇も行っている。まだ 4 年間は赤字経営で、2017 年か

ら黒字に転換する計画と見通しを建てている。震災前の 3％黒字の経営状態に戻るのは

2021年と推定している。次の 3年間で 150人の教職員を解雇する計画である。すでに行っ

た 2 回の自発的退職申請では、2011 年 10 月に 39 名の申請があり 24 名が受理された。

第 2 回の 2012 年では、31 名が申請し、12 名が受理された (The Press, 2013: 188)。申

請しても受理されなかった教職員たちもいる。正規入学をする留学準備のための英語コー

スは、地震後学生が激減し、2012 年は 291,000NZ ドルの損失となったため、2014 年末

までの期限付きで閉鎖した。

2012 年 6 月の学内文書によると、教員の旅費予算は毎年 20％カット、図書館の図書

購入費は 2012 年後半に 50 万 NZ ドル削減、さらに 2013 年に 15％カット、ソフトウェ

ア購入にも規制がかかるとされている。その他の大学の今後 10 年間の予算年次推移予測

も警告的に不足となっている。

写真 3：　カンタベリー大学ドベデール・ヴィレッジ仮設校舎（2013 年 7 月 1 日筆者撮影）  
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写真 4：　カンタベリー大学カークウッド・ヴィレッジ仮設校舎（2013 年 7 月 13 日筆者

撮影）

地震のよる影響として、世界中から、地震研究者が訪れるようになったことがある。

工学や地質学だけでなく、災害研究は、地理学、社会科学、歴史学、コンピューター、

情報工学、観光業学、音楽学、心理学、シアター＆映画、マオリ学、健康科学、開発学、

メディア・コミュニケーション学、教育学、芸術学、経済学、動物学、言語学などにお

いても盛んになっている。さらに、地震対策の現場で様々な経験をした社会人が、大学

院に社会人入学をし、実際の経験を踏まえて、それを振り返り見つめなおし、被災後の

対応や震災復興について論文としてまとめることを志す例も少なくない 6） 。
大学ではアーカイブ・プロジェクトができ、CEISMIC がある (http://www.ceismic.

org.nz/)。被災地に「地震ボックス (Quake Box)」というコンテナを設置し、住民がその

コンテナに入って言いたい放題いうのを録画したものを、本人の許可を得て、HP にアッ

プしている。「女性の声プロジェクト (Women’s voice project)」、「子供のストーリー・

プロジェクト (Children’s stories project)」 などもあり、助成金に採択され、院生を雇っ

て行っていたりする。このようなアーカイブは時期を得た重要なプロジェクトであると

同時に、被災後ますます解体と閉鎖が進む言語学部における英語学科教員の生き残り戦

略でもあった。

「女性の声プロジェクト」では、学生ボランティア (Student Volunteer Army: SVA) の
執行部学生 5 人のうちただ一人の女性であった学生をインタビューしている。そこで明

らかにしていることは、Sam Johnson というカリスマ的な男子学生の大きな構想により

組織され、彼がいつもメディアに出て鼓舞していた一方で、この女子学生が、具体的に

詳細な手配を行っていたということであった。たとえば、集めた泥を運ぶ一輪手押し車

が必要であると発信し、400 台が寄贈されたが、それを組み立てるボランティアが 100
名必要であり、どこに集めてどこにどのように配置するかという具体的情報の発信と指

示を彼女が毎日、現場を見ながら遂次アップしていった。

地震後に本物の軍隊の他に、様々なアーミーが活躍した。救世軍（Salvation Army と
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いう社会福祉、医療、教育事業を行うキリスト教団体）、トラクターでやってきた農夫ボ

ランティア (Farmer’s Army) などさまざまなアーミーと名前をつけるボランティア活動

が組織された。その中でも、学生ボランティア (SVA) は、大きくメディアでも取り上げ

られ、現地でも多くの被災者を勇気づけ、その活動は、あらゆるところで讃えられ語ら

れた。第 1 回目の 2010 年 9 月のときに Sam Jonson という学生が Facebook で声掛けを

して学生ボランティアを集め、結成された。その地震では実際の住民への被災は限定的で、

具体的な活動の場は大きくはなかったものの、すでに組織され、またこの経験がリハー

サルとなって、第 2 回目の 2011 年 2 月 22 日の地震のときには迅速な対応ができた側面

がある。

この Sam Johnson 氏は、メディアの露出も多く、政治活動も活発になっていく。復興

の遅れの要因として、政治的要因が指摘されている。また、クライストチャーチ市民や

行政が、自らの主権のもとで復興の計画が策定できなくなり、中央政府の権限が拡大し

ている。そのため首都ウェリントンの植民地化という市民からの不満の声も聞かれ、ク

ライストチャーチ市内ではデモも起きている。2010 年 9 月 4 日の地震が起きた時は、10
月に予定されていた選挙の 5 週間前であった。地震は、それまで支持率の下がっていた

Bob Parker 市長の人気を盛り返すことになり、対抗馬の Jim Anderton を抑えて再選を果

たす。しかし、それからの 3 年間は、市長に厳しい時期となる。CERA が設立され、そ

の Chief Executive（2011 年 5 月就任）Roger Sutton の権限が市長よりも優先され、カ

ンタベリー地震復興大臣 Gerry Brownlee の権限が　John Key 首相よりも強くなったと

さえメディアなどでコメントされるようになった。あらゆる決定がニュージーランドの

首都ウェリントンでなされるようになり、クライストチャーチ市議や市民は、民主主義

の消滅に不満を持ち、デモが起きる原因となった。2013 年 10 月の選挙では、クライス

トチャーチ市東部を代表する、労働党の Lianne Dalziel 議員 (MP) が選出された。その

選挙活動では、学生ボランティア (SVA) の創設者でリーダーである Sam Johnson と組ん

でいる。

3-3 語学留学のための英語学校

クライストチャーチは、イギリス以外で最もイギリスらしい都市としてしられ、英語

の語学留学のためにも人気のある場所であった。留学生はアジア諸国のみならず、南米、

アラブ諸国やヨーロッパなど世界中から集まってきてきた。語学留学に伴い、観光業、

ホストファミリーなどのホスピタリティ業などの収入も、クライストチャーチの産業の

一つの柱であった。しかし、震災後、多くの語学留学生は帰国し、あるいは、新規の留

学生はキャンセルをし、他の都市の学校に移った。観光業は縮小し、クライストチャー

チにおける英語学校の留学生受け入れによる収入は毎年 370 百万ドルと推定されている。

損失額はわからないが、2010 年 1 月から 8 月の 11,206 名から、2012 年の同時期には

5,937 名に減少している。
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表 2：　ニュージーランド国カンタベリーにおける雇用数の増減（前年比）, 2011 年 9 月

カンタベリー地震王立委員会 (Canterbury Earthquakes Royal Commission) が 2011 年

4 月に設立された。委員会は、2011 年 2 月の地震で倒壊した 21 のビルの耐震性につい

て調査を行った。この 21 のビルでは 42 人の死亡者が出ている (The Press, 2013: 113)。
115 名の犠牲者を出した CTV ビルは対象ではない。現在もアジアの国々からの留学生の

遺族の問題は解決していない。最多の犠牲者は、日本人 28 人、中国人 17 人、フィリピ

ン人 10 人、タイ人 6 人などの東南アジアからの留学生が多く、賠償金の価値も違い難航

している。

４．おわりに

ニュージーランドは日本と同じくプレートの境界に位置し、非常に地震の多い国であ

る。日本では、2011 年 2 月 22 日に起きたクライストチャーチ地震が大きく報道された。

この地震では、市街地の CTV ビルの崩壊により多くの犠牲者をだし、ビルに英語学校が

入っていたことから、28 人の日本人留学生を含む多くのアジア人留学生が犠牲となった

ため、日本では連日、日本人犠牲者に焦点をあてて報道されていた。クライストチャー

チ地震は、この 2011 年 2 月 22 日の 1 回のものではなく、一連の大地震として連続して

発生している。この前には、2010 年 9 月 4 日に郊外のダーフィールド地震があり、2 月

の地震の後にも、6 月 13 日、さらに、クリスマスの直前である 12 月 23 日に 4 回目の大

きな地震が発生している。これは、死者こそ出なかったものの市民に精神的苦痛に大き

な追い打ちをかけた。大きな地震の間には、12,000 回以上の余震が観測されている。

死亡者の数だけを見ると日本や中国など他の国々での地震とは比較にならないが、死

亡者数だけでは測れない人間的な損害と社会的影響は深刻である。近年の災害研究にお

いて、よく使われるようになったキーワードに「ソーシャル・キャピタル」と「レジリ

エンス」がある。ニュージーランドの震災研究においても同様である。ニュージーラン

ドでは、日本と異なる地震保険制度を持ち、住宅政策も異なるが、両国は、ともに経済

停滞の続いた先進国であり、高齢化人口を抱え、お互いの経験から学びあうことには意

義がある。液状化による被害、続く余震、街の風景の喪失とアイデンティティの喪失、

市街地の壊滅による地域経済活動への打撃など、2 年以上経った 2013 年 8 月現在も市民

教育

観光業およびホスピタリティ

小売業

建設業

製造業

農業・水産業

マイナス　8％
マイナス　37％
マイナス　13％
プラス　18％
マイナス　2％
マイナス　13％
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は先の見えない不安を抱え、地域全体が疲弊した状態にあると言える。クライストチャー

チ地震の社会的影響は、都市計画、人口、住居、保険、教育セクターなど多岐に渡るが、

カンタベリー大学をはじめ大学の存続と発展、ひいては大学のそのような状況が直接的

に関与する次世代の人材育成と地域の活性化に関しても、これから何年にも及ぶチャレ

ンジとして取り組んでいく必要がある。

謝辞

大学教員、学生、病院職員を含め、クライストチャーチ地震で被災された経験を、い

まだ住居も定まらず将来の生活設計の見通しもたたない不安の中にある中、話してく

ださった皆様に感謝します。平成 25 年度日本学術振興会海外特定国派遣事業により、

2013 年王立ニュージーランド学士院 (RSNZ) のフェローシップを得て、University of 
Canterbury の Visiting Academic として現地における調査研究の支援を受けた。

平成 25 年度日本学術振興会特定国派遣事業による王立ニュージーランド学士院

(RSNZ) のフェローシップを受けて、カンタベリー大学の客員研究員として現地調査の

機会を受けた。大学関係者、カンタベリー地震復興庁 (CERA)、市役所、社会開発省、

カンタベリー保健局、新聞記者、博物館、市民など、被災しながら復興のために働いて

おられる方々、NZ でお世話になった多くの人々に感謝します。

注

1） 2013 年 7 月から 8 月の現地調査中もマグニチュード 3 から 4 クラスの余震は続いて

　いた。なお、2013 年 7 月 21 日にウェリントンで発生したＭ 6.5 の地震については、

　New York Times でもトップ記事として扱われたが、日本では選挙報道に消されてし

　まった。ウェリントンでは 2013 年 8 月 16 日にさらにＭ 6.5 の大きな地震が発生する

　など、首都でもさらに起きると予想される地震に備える必要性に緊張感が増している。

2） 死亡者185名のうち、115人はカンタベリーテレビ (CTV)ビルの倒壊により犠牲となっ

　た他、18 名は Pyne Gould Corporation (PGC) ビルで、他の CBD でなくなった 36 名

　をあわせると、計 169 名が CBD で犠牲となった (The Press, 2013: 105)。
　市の中心部市街地の 5700 のビジネスと、その 51,000 人の雇用が、2011 年 2 月の地震

　で失われたと推定されている (The Press, 2013: 237)。
3） 多くの市民が市を捨てて出ていく混乱の中、空港におりたった日本からの救援隊の姿

　は人々に大きな感動と感謝の気持ちを呼び起こし、空港は拍手の渦で日本の救援隊を

　迎えた。日本の救援隊は主に日本人留学生の犠牲者を出した CTV ビルでの救助活動に

　従事した後、3 月 11 日の東日本大震災の発生とともに帰国した。今度は、ニュージー

　ランドの救援隊が日本へ向かった。

4） ニュージーランドは世界で初めて 1893 年に女性が選挙権を得た国である。1947 年に

　女性も参政権を得た日本の半世紀以上前である。
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5） 大学運営の最高責任者は学長 (Vice Chancellor) である。総長 (Chancellor) は終身の名

　誉職であり大学運営に直接関与することはない。教務と技術担当の副学長 (Deputy-Vice 
　Chancellor)、各学術院長 (Pro-Vice Chancellor) が理事として理事会に参加する。各学

　術院と法科学院の学部長 (Dean) は教育上の責任者を務める。2009 年 2 月、ビジネス

　界出身のロッド・カー博士（ウォートン・スクール Ph.D., 元ニュージーランド準備銀

　行 (RBNZ) 副総裁）が第 7 代学長に就任し、2012 年 1 月に元外交官のジョン・ウッド

　が総長に就任した。

6） 災害対策での現場の経験を生かして大学院に入学し、研究をはじめる地元の人々も

　いる。例えば、CERA のインフラ部長は、民主主義のなくなる復興政策に疑問を抱

　き、退職して、被災した人々の Well-being について深く考えたいと博士課程に入学

　した。CDHB の看護師長付き助手の看護師は、災害緊急医療における Response of 
　the needs of vulnerable people during natural disaster: a critical communication 
　incidents from the inter agency inter faces. について、UC　コミュニケーション学部

　において修士論文を執筆している。学校教師は、クライストチャーチにおける地域格差

　の地震インパクトに関して力作の修士論文を2013年に提出した。心理学部で、被災者のうつ

　について、健康科学部で、自らが難民として NZ に来た学生が、CERA の復興政策

　において難民がどれくらい考慮されているかについて修士論文を提出した。震災後に、

　オークランドやウェリントンなどの他の都市から来て、UC において臨床心理学のコー

　スと、被災地の心理学分野における修士課程を同時並行に進めているNZ人院生もいる。
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Social consequences of the 2010-2011 Canterbury earthquakes in New 
Zealand with special attention to the education sector

Junko OTANITANI

　The Christchurch earthquake occurred in New Zealand on February 22, 2011, 17 days before the 
Great East Japan Earthquake and tsunami. The Japanese media reported news from Christchurch 
every day as 28 Japanese students at the English Language School were victims of the collapse of 
the Canterbury Television (CTV) building. Soon, however, the media reports stopped in order to 
focus on news from Tohoku.
　The Canterbury earthquakes included the Christchurch earthquake as well as three other 
major earthquakes, which occurred on September 4, 2010, February 22, June 13, and December 
23, 2011, with 12,000 aftershocks. The earthquakes rocked the city of Christchurch and the 
surrounding districts in Canterbury. They involved not only the collapse of the CTV building, but 
the destruction of whole city center, with liquefaction and foundation issues in vast residential 
areas causing the prolonged depression of the whole city, including famous landmarks such as the 
Christchurch Cathedral.
　This article examines the social consequences of the Canterbury earthquakes including a 
background context of post-quake population dynamics, urban planning, and insurance and 
housing issues. It particularly addresses consequences in the education sector, from primary to 
tertiary education as well as English language schools.


